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（単位：千円、％）

令和５年度 令和４年度 増減額（率）

歳入総額 A 14,551,587 15,005,437 △ 453,850

歳出総額 B 13,847,333 14,068,369 △ 221,036

歳入歳出差引 C=A-B 704,254 937,068 △ 232,814

翌年度に繰越すべき財源 D 48,742 152,338 △ 103,596

実質収支 E=C-D 655,512 784,730 △ 129,218

単年度収支 F=E-前年度のE △ 129,218 △ 141,421 12,203

積立金 G 9,497 9,552 △ 55

繰上償還金 H 0

積立金取崩額 I 300,000 400,000 △ 100,000

実質単年度収支 J=F+G+H-I △ 419,721 △ 531,869 112,148

標準財政規模 K 8,957,629 8,862,059 95,570

実質収支比率 L=E/K×100 7.3 8.9 △ 1.6

経常収支比率 M 89.1 89.4 △ 0.3

うち人件費 N 26.0 26.1 △ 0.1

うち物件費 O 16.3 16.5 △ 0.2

うち維持補修費 P 2.6 2.5 0.1

うち扶助費 Q 5.5 5.2 0.3

うち補助費等 R 9.2 9.5 △ 0.3

うち公債費 S 15.0 15.4 △ 0.4

うち繰出金 T 14.5 14.2 0.3

実質公債費比率 U 7.4 7.3 0.1

将来負担比率 V 18.7 22.0 △ 3.3

財政力指数 W 0.34 0.34 0.00

地方債現在高 X 11,516,070 12,106,484 △ 590,414

Y 2,888,858 2,029,051 859,807

将来にわたる財政負担 Z=(X+Y)/K×100 160.8 159.5 1.3

積立基金現在高 AA=AB+AC+AD 5,708,618 5,605,249 103,369

財政調整基金 AB 2,074,400 1,964,903 109,497

減債基金 AC 454,126 412,469 41,657

その他積立金 AD 3,180,092 3,227,877 △ 47,785

令和５年度地方財政状況調査における主要指標（普通会計）

債務負担行為の翌年度以降支出予定額

＊この表は、令和５年度地方財政状況調査（決算統計）に基づき作成しています。全国的

な統計をとるため、一般会計と加美郡介護認定審査会特別会計、霊園事業特別会計の２つ

の特別会計を「普通会計」としてまとめています。

－ 1 －



《最近の市町村の推移》　（加重平均）

【算　式】
Ａ： 地方債の元利償還金（繰上償還、公営企業債分除く）
Ｂ： 準元利償還金（地方債の元利償還金に準ずるもの）
Ｃ： 元利償還金及び準元利償還金に充てられた特定財源
Ｄ： 元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の基準

財政需要額に算入された額
Ｅ： 標準財政規模

《最近の市町村の推移》　（加重平均）

※令和５年度県内平均は速報値

6.5
7.58.1

実
質
公
債
費
比
率

（A+B）-（C+Ｄ）
E-Ｄ

令和元年度

　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率の過
去３年間の平均値で、借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの
程度を表す指標である。「健全化判断比率」の一つで、早期健全化基準２５％、財政再生基準３５％と
されている。

令和２年度 令和３年度 令和４年度
6.36.3

7.4
6.2

7.38.1

主　な　財　政　指　標　の　解　説

単
年
度
収
支

　当該年度の決算による実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額をいう。実質収支は前年度以前
からの収支の累積であり、その中には前年度の実質収支が赤字にせよ黒字にせよ含まれていることとな
る。したがって、当該年度だけの収支を把握しようとするときは、当該年度の実質収支から前年度の実
質収支を差し引いた収支を見る必要がある。

【算　式】
当該年度実質収支－前年度実質収支

実
　
　
　
質

単
年
度
収
支

　単年度収支の中には実質的な黒字要素（財政調整基金への積立金、地方債の繰上償還金）や、赤字要
素（財政調整基金取崩額）が含まれている。当該年度中に、これらの黒字要素、赤字要素が、歳入歳出
面で措置されなかった場合の単年度収支がどのようになったかを見るのが実質単年度収支である。

【算　式】
単年度収支＋財政調整基金積立額＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩額

経
常
収
支
比
率

　地方公共団体における財政構造の弾力性を見るうえで最も重要な比率である。人件費、扶助費、公債
費などのように容易に縮減することのできない経常的経費に、町税、地方交付税を中心とする経常的な
一般財源収入がどの程度使われているかを示す指標である。比率が高いほど財政構造の硬直化が進んで
いることを表わす。

【算　式】
歳出総額のうち経常的経費に充当された一般財源／（広義の経常的一般財源＋減税補てん債＋臨時財政
対策債）×１００

令和４年度 令和５年度

標
準
財
政
規
模

令和元年度

加  美  町
96.6 93.9県内平均

　その地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模をいう。即ち、標
準的な行政活動を行うために必要な経常的一般財源の総量を示すものである。また、地方公共団体の早
期健全化や再生の必要性を判断する「健全化判断比率」を算定するにあたり分母となるものである。

【算　式】
（基準財政収入額－市町村民税所得割における税源移譲相当額の２５％－地方消費税交付金における引
上げ分の２５％－地方譲与税－交通安全対策特別交付金）×100／75＋地方譲与税＋交通安全対策特別交
付金＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額

実
質
収
支
比
率

　標準財政規模に対する実質収支の割合をいう。正数の場合は実質収支の黒字、負数の場合は赤字を示
す。地方公共団体の財政規模、現在の置かれている状況、あるいは当該年度の経済状況等に影響される
ところが大きく、概ね３～５％程度が望ましいと考えられている。

令和３年度
96.5

令和２年度

【算　式】
実質収支／標準財政規模×１００

県内平均 6.4
加  美  町

97.0 96.9
89.495.1 91.2 84.8

令和５年度

89.4

－2－



主　な　財　政　指　標　の　解　説

【算　式】
Ａ： 将来負担額

（前年度末の地方債現在高、債務負担等の一般会計等将来負担見込額）
Ｂ： 充当可能な基金の額
Ｃ： 特定財源の見込額
Ｄ： 地方債現在高等に係る経費として普通交付税の基準財政需要額に算

入される見込額
Ｅ： 標準財政規模
Ｆ： 元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の基準

財政需要額に算入された額
《最近の市町村の推移》　（加重平均）

※令和５年度県内平均は速報値

《最近の市町村の推移》　（加重平均）

＊ 県内平均欄
単純平均…市町村の各数値の合計を単純に市町村数で除して得た数値
加重平均…市町村の基礎数値を合計して各算式にあてはめて得た数値

将
来
に
わ
た
る

財
政
負
担

財
政
力
指
数

債
務
負
担
行
為

の
翌
年
度
以
降

支
出
予
定
額

令和４年度令和２年度 令和５年度

加  美  町 0.34 0.34

令和３年度
0.67

0.34 0.35

　地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３ヶ年
間の平均値をいい、地方公共団体の財政力を示す指数として用いられる。
　財政力指数が１に近いほど財源に余裕があるということができ、１を超えると普通交付税の不交付団
体となる。

【算　式】
（基準財政収入額／基準財政需要額）の３ヶ年平均

令和元年度
0.66

0.35
県内平均 0.69 0.69 0.68

　標準財政規模に対する、地方債年度末現在高と債務負担行為による翌年度以降支出予定額の合計の割
合で、地方公共団体における将来の支出義務の負担の度合いを示すものである。この比率が高いほど将
来の財政の硬直化が懸念される。

【算　式】
（地方債年度末現在高＋債務負担行為による翌年度以降支出予定額）／標準財政規模×１００

　歳出予算の金額、継続費の総額、又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除き、地方公共団体
が債務を負担する行為について、その行為の内容として定めておくものが債務負担行為で、翌年度以降
において支払うべき義務を負うものの予定額。

将
来
負
担
比
率

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の一般会計等が将来負
担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で、借入金（地方債）や将来支払っていく可能性の
ある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標である。「健
全化判断比率」の一つで、早期健全化基準３５０％（都道府県及び政令指定都市は４００％）とされて
いる。

A-（B+C+Ｄ）
E-F

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
県内平均 33.1 30.4 23.3 18.7 16.3

加  美  町 48.1 41.0 31.1 22.0 18.7

－3－



歳入の状況

決算額 決算額
構成比 構成比

(千円) (千円) （％） (千円) (千円) （％） （％）
2,680,223 2,680,223 18.4 2,652,423 2,652,423 18.2 1.0

218,067 218,067 1.5 216,390 216,390 1.5 0.8

555 555 0.0 582 582 0.0 △ 4.6

8,395 8,395 0.1 7,081 7,081 0.1 18.6

9,680 9,680 0.1 5,554 5,554 0.0 74.3

549,143 549,143 3.8 563,899 563,899 3.9 △ 2.6

2,752 2,752 0.0 882 882 0.0 212.0

2,318 2,318 0.0 4 4 0.0 57850.0

23,735 23,735 0.2 20,073 20,073 0.1 18.2

52,751 52,751 0.4 49,621 49,621 0.3 6.3

21,323 21,323 0.1 20,073 20,073 0.1 6.2

5,739,650 5,323,542 39.4 5,716,328 5,287,949 39.3 0.4

2,231 2,231 0.0 2,964 2,964 0.0 △ 24.7

16,083 147 0.1 24,319 2,193 0.2 △ 33.9

131,698 17,446 0.9 138,753 19,115 1.0 △ 5.1

12,797 9 0.1 13,075 779 0.1 △ 2.1

1,730,974 11.9 1,891,494 13.0 △ 8.5

753,773 5.2 868,230 6.0 △ 13.2

84,915 38,583 0.6 299,197 27,919 2.2 △ 71.6

239,605 1.6 176,609 1.2 35.7

757,782 5.2 715,090 4.9 6.0

537,068 3.7 501,416 3.4 7.1

183,569 5,999 1.3 270,080 4,538 1.9 △ 32.0

0 0.0 0 0.0 －

56,311 756 0.4 56,573 820 0.4 △ 0.5

127,258 5,243 0.9 213,507 3,718 1.5 △ 40.4

792,500 5.4 851,300 5.9 △ 6.9

0 0.0 0 0.0 －

0 0.0 0 0.0 －

48,000 0.3 102,000 0.7 △ 52.9

14,551,587 8,956,899 100.0 15,005,437 8,882,039 100.0 △ 3.0

100.0 61.6 100.0 59.1

は自主財源

は依存財源

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

区     分

地 方 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

決算額

増減率決 算 額
うち 経常

一般財源等
決 算 額

うち 経常

一般財源等

令和５年度 令和４年度

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

使 用 料

国 庫 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

手 数 料

自動車税環境性能割交付

法 人 事 業 税 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金

財 産 収 入

地 方 債

歳 入 合 計

うち都道府県貸付金

うち減収補填債特例

うち臨時財政対策債

歳 入 構 成 比

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

収益事業収入

各種貸付金元利収入

その他

－4－



歳入の状況

町税, 2,680

町税, 2,652

繰入金, 758

繰入金, 715

その他（自主財源）, 1,206

その他（自主財源）, 1,423

地方交付税, 5,740

地方交付税, 5,716

町債, 793

町債, 851

国庫支出金, 1731

国庫支出金, 1,891

県支出金, 755

県支出金, 868

その他（依存財源）, 891

その他（依存財源）, 887

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

R5

R4

百万円

0 2,000,000 4,000,000 6,000,000 8,000,000 10,000,000 12,000,000 14,000,000 16,000,000

R5

R4

4,643,740千円（31.9％）

4,790,962千円（27.8％）

9,907,847千円（68.1％）

10,214,475千円（72.2％）

千円

自主財源 依存財源

145億5,159万円

150億544万円

－5－



歳出の状況
（目的別）

うち 充当 決算額 うち 充当 決算額
一般財源等 構成比 一般財源等 構成比

(千円) (千円) （％） (千円) (千円) （％） （％）
134,806 133,016 1.0 130,001 130,001 0.9 3.7

1,996,200 1,504,578 14.4 1,890,790 1,498,226 13.4 5.6

4,122,569 2,712,520 29.8 3,895,119 2,396,419 27.7 5.8

948,566 846,405 6.9 978,081 775,955 7.0 △ 3.0

423 423 0.0 423 423 0.0 0.0

698,441 375,920 5.0 897,192 490,957 6.4 △ 22.2

529,023 411,432 3.8 560,949 427,390 4.0 △ 5.7

1,528,875 964,715 11.0 1,554,311 1,098,353 11.0 △ 1.6

448,815 425,190 3.2 463,155 430,011 3.3 △ 3.1

1,813,280 1,311,711 13.1 1,979,183 1,339,876 14.1 △ 8.4

224,482 37,218 1.6 284,900 192,624 2.0 △ 21.2

1,401,853 1,350,853 10.2 1,434,265 1,380,416 10.2 △ 2.3

13,847,333 10,073,981 100.0 14,068,369 10,160,651 100.0 △ 1.6

100.0 72.8 100.0 72.2

（性質別）

決算額 決算額
構成比 構成比

(千円) (千円) （％） (千円) (千円) （％） （％）
2,590,609 2,339,883 18.7 2,614,584 2,345,247 18.6 △ 0.9

2,249,814 1,469,023 16.3 2,249,448 1,483,771 16.0 0.0

259,429 235,750 1.9 250,095 228,323 1.8 3.7

1,737,573 490,047 12.5 1,636,699 466,352 11.6 6.2

1,887,234 832,165 13.6 2,067,409 849,446 14.7 △ 8.7

1,401,853 1,350,853 10.1 1,434,265 1,380,416 10.2 △ 2.3

441,305 0 3.2 502,678 0 3.6 △ 12.2

55,000 0 0.4 55,000 0 0.4 0.0

1,599,130 1,302,264 11.5 1,546,296 1,279,408 11.0 3.4

1,625,386 11.8 1,711,895 12.1 △ 5.1

1,400,904 10.2 1,426,995 10.1 △ 1.8

う ち 補 助 事 業 481,133 3.6 613,545 4.3 △ 21.6

う ち 単 独 事 業 919,771 6.6 813,450 5.8 13.1

224,482 1.6 284,900 0.7 △ 21.2

13,847,333 8,019,985 100.0 14,068,369 8,032,963 100.0 △ 1.6

100.0 58.0 100.0 57.1

令和４年度 決算額

増減率決 算 額 決 算 額

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

区     分

令和５年度

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

決算額

増減率決 算 額
うち  充当経

常一般財源等
決 算 額

うち  充当経

常一般財源等

消 防 費

教 育 費

令和５年度 令和４年度

災 害 復 旧 費

公 債 費

公 債 費

歳 出 合 計

歳 出 構 成 比

区     分

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

積 立 金

投資及び出資金・貸付金

歳 出 合 計

歳 出 構 成 比

繰 出 金

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

－6－



歳出の状況
　（目的別） 総務費

19億96百万円

民生費

41億23百万円

衛生費

9億49百万円
農林水産業費

6億98百万円

土木費

15億29百万円

教育費

18億13百万円

公債費

14億2百万円

その他

13億38百万円

14.4%

29.8%

6.9%5.0%

13.1%

10.2%

11.0%

9.6%

R5歳出決算額
138億47百万円

総務費

1,996

総務費

1,891

民生費

4,123

民生費

3,895

衛生費

949

衛生費

978

698

農林水産業費

農林水産業費

897

土木費

1,529

土木費

1,554

教育費

1,813

教育費

1,979

公債費

1,402

公債費

1,434

その他

1,339

その他

1,439

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

R5

R4

百万円

総務費
住民バスの運行や交通安全、防犯対策のほか、町の全

般的な事務に支出

民生費
高齢者福祉、障害者福祉、子ども医療、子育て支援な

ど町民の福祉向上に支出

衛生費 町民の健康増進、ごみ処理などに支出

農林水産業費 農業振興、林業振興などに支出

土木費 道路や橋、公園、町営住宅整備などに支出

教育費
小中学校や認定こども園の運営、生涯学習、文化財の

保護、スポーツ振興などに支出

公債費 町が借り入れたお金の返済のために支出

その他
議会運営、商工業振興、雇用確保、消防活動、災害対

策などに支出
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歳出の状況
　（性質別）

人件費

25億91百万円

公債費

14億2百万円

扶助費

17億38百万円

投資的経費

16億25百万円

物件費

22億50百万円

補助費等

18億87百万円

繰出金

15億99百万円

その他

7億56百万円

18.7%

10.1%

12.6%

11.7%

16.2%

13.6%

11.5%

5.5%

R5歳出決算額
138億47百万円

人件費

2,591

人件費

2,615

公債費

1,402

公債費

1,434

扶助費

1,738

扶助費

1,637

投資的経費

1,625

投資的経費

1,712

物件費

2,250

物件費

2,249

補助費等

1,887

補助費等

2,067

繰出金

1,599

繰出金

1,546

756

その他

その他

808

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

R5

R4

百万円

人件費 議員報酬、町長、職員の給料などに支出

公債費 町が借り入れたお金の返済のために支出

扶助費 子ども医療費や子育て支援などに支出

投資的経費 道路、橋りょう、学校などの整備に支出

物件費 公共施設の運営費、パソコンの借上などに支出

補助費等 町からの補助金や負担金などに支出

繰出金 医療・介護などの特別会計へ一般会計から支出

その他 基金への積立、除雪経費などへ支出
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町税の状況

現年課税分 滞納繰越分 計 現年課税分 滞納繰越分 計 現年課税分 滞納繰越分 計 現年課税分 滞納繰越分 計
町民税 965,587 10,170 975,757 957,790 5,690 963,480 7,797 4,480 12,277 99.2 55.9 98.7

個人分 854,737 9,748 864,485 847,875 5,530 853,405 6,862 4,218 11,080 99.2 56.7 98.7
法人分 110,850 422 111,272 109,915 160 110,075 935 262 1,197 99.2 37.9 98.9

固定資産税 1,406,305 26,584 1,432,889 1,387,388 15,987 1,403,375 18,917 10,597 29,514 98.7 60.1 97.9
土地 408,088 7,917 416,005 402,455 4,761 407,216 5,633 3,156 8,789 98.6 60.1 97.9
家屋 557,319 10,812 568,131 549,625 6,502 556,127 7,694 4,310 12,004 98.6 60.1 97.9
償却資産 404,936 7,855 412,791 399,346 4,724 404,070 5,590 3,131 8,721 98.6 60.1 97.9
交付金 35,962 35,962 35,962 35,962 0 0 0 100.0 － 100.0

軽自動車税 99,552 1,274 106,111 98,614 442 104,341 938 832 1,770 99.1 34.7 98.3
種別割 99,552 1,274 100,826 98,614 442 99,056 938 832 1,770 99.1 34.7 98.2
環境性能割 5,285 5,285 0 0 0 100.0

町たばこ税 199,948 0 199,948 199,948 0 199,948 0 0 0 100.0 － 100.0
目的税 9,079 0 9,079 9,079 0 9,079 0 0 0 100.0 － 100.0

入湯税 9,079 0 9,079 9,079 0 9,079 0 0 0 100.0 － 100.0
2,680,471 38,028 2,723,784 2,652,819 22,119 2,680,223 27,652 15,909 43,561 99.0 58.2 98.4

国民健康保険税 427,758 17,565 445,323 415,300 10,144 425,444 12,458 7,421 19,879 97.1 57.8 95.5

合 計

調定済額（千円） 収入済額（千円） 収 納 率 （％）
区分

収入未済額（千円）

963,480

1,403,375

104,341
199,948

9,079

425,444

98.7 

97.9 
98.3 

100.0 100.0 

95.5 

90

95

100

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

町民税 固定資産税 軽自動車税 町たばこ税 入湯税 国民健康保険税

％
千円

収入済額

収納率
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基金の状況 （単位：千円）
Ｒ４末 Ｒ５末
現在高 積立額 取崩額 現在高

財政調整基金 1,964,903 409,497 300,000 2,074,400
減債基金 412,469 41,657 0 454,126
合併振興基金 1,332,191 5,350 170,000 1,167,541
ふるさと創生基金 30,802 124 0 30,926
教育施設等整備基金 43,750 176 0 43,926
文化振興基金 70,796 285 18,370 52,711
社会福祉基金 117,073 571 7,000 110,644
地場産業振興基金 1,458 6 0 1,464
農業振興基金 17,682 72 6,889 10,865
ふるさと・水と土保全基金 16,356 66 0 16,422
交流資源利活用推進基金 98,174 19,505 29,249 88,430
ふるさと応援基金 207,210 108,288 166,355 149,143
庁舎整備基金 817,664 103,284 0 920,948
東日本大震災復興基金 6,498 1 3,532 2,967
人材育成基金 35,348 142 600 34,890
企業支援基金 42,512 171 0 42,683
若鮎給付型奨学金基金 1,502 6,007 600 6,909
森林環境譲与税基金 36,293 24,374 16,393 44,274
公共施設等総合管理基金 92,889 374 12,090 81,173
地方創生推進基金 6,057 2,025 2,510 5,572
鳴瀬川総合開発事業基金 253,622 6,330 4,348 255,604
こども子育て応援基金 0 113,000 0 113,000

計 5,605,249 841,305 737,936 5,708,618
育英資金貸付基金 201,944 4 0 201,948
高額療養費貸付基金 10,000 0 0 10,000

計 211,944 4 0 211,948
5,817,193 841,309 737,936 5,920,566

国民健康保険事業財政調整基金 606,513 80,062 72,000 614,575
介護給付費準備基金 110,542 30,378 0 140,920
下水道基金 3,841 1 3,842 0

そ

の

他

基金名
決算年度中増減額

積

立

基

金

定

額

運

用

合 計

町の財政の決算調整に備える基金（貯金）です。令和5年度は、普通交付

税の減少等による財源不足に対応するため、基金から3億円を取り崩しま

したが、決算の剰余金や利子などの運用益を積み立てたため、年度末残

高は20億7,440万円となりました。行財政改革に取り組み財源不足の解

消に努めておりますが、今後もしばらくは基金を活用した財政運営が続くこ

とから残高は減少する見通しです。

町が借り入れたお金の返済の軽減に活用する基金（貯金）です。当面は

低金利が続くため、取り崩すことなくこのまま保有する見通しです。

合併後のまちづくりに活用する基金（貯金）です。令和5年度は、住民バス

の運行や教育・体育施設修繕などの事業に１億7,000万円を活用してい

ます。今後も基金の運用益を積み立てながら、まちづくりへ有効に活用し

ていきます。

自然環境や温泉施設などの保全に活用する基金（貯金）です。町有林の

間伐材や立木を売ったお金を積み立てています。

今後は森林環境の整備に重点的に基金を活用し、自然環境の保全に努

めます。

ふるさと納税としていただいた寄附金を積み立てる基金（貯金）です。令和

5年度は、１億6,636万円を農業振興や教育環境の整備などに活用させ

ていただきました。今後もふるさとの子どもたちを応援する事業や活力ある

ふるさとづくりに活用していきます。

国民健康保険事業の決算調整に備える基金（貯金）です。令和5年度は、

決算剰余金や利子の運用益を積み立てたため年度末残高は6億１,458

万円となりました。今後も経済情勢の変化などに応じ、国保財政基盤の安

定確保に活用していきます。

庁舎の整備に活用する基金（貯金）です。当面はこのまま保有する見通し

です。
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2,204,289
1,765,060 1,885,351 1,964,903 2,074,400

310,545

310,672
410,803 412,469

454,126

1,706,648

1,565,219
1,446,325 1,332,191 1,167,541

1,439,971

1,413,356
1,566,597

1,895,686 2,012,551

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

R1年度末 R2年度末 R3年度末 R4年度末 R5年度末

千円 積立基金の残高推移

その他基金

合併振興基金

減債基金

財政調整基金
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地方債現在高の状況 （単位：千円）
前年度末 令和5年度 差引現在高 地方交付税 実質負担額

現在高 Ａ 発行額 Ｂ 元 金 Ｃ 利 子 計 Ｄ(Ａ+Ｂ-Ｃ) 措置額 Ｅ Ｄ－Ｅ
1 公共事業等債 0 11,400 0 0 0 11,400 5,700 5,700
2 0 300 0 0 0 300 150 150
3 公営住宅建設事業債 297,324 0 46,941 3,566 50,507 250,383 0 250,383
4 災害復旧事業債 244,275 59,100 18,993 149 19,142 284,382 188,769 95,613

（1）単独災害復旧事業債 176,102 1,800 6,546 129 6,675 171,356 81,394 89,962
（2）補助災害復旧事業債 68,173 57,300 12,447 20 12,467 113,026 107,375 5,651

5 教育・福祉施設等整備事業債 0 0 0 0 0 0 0 0
うち学校教育施設等整備事業債 0 0 0 0 0 0 0 0
うち一般補助施設等整備事業債 0 0 0 0 0 0 0 0

6 一般単独事業債 2,329,338 228,600 188,827 6,312 195,139 2,369,111 1,658,377 710,734
うち旧合併特例事業債 2,316,642 228,600 187,850 6,228 194,078 2,357,392 1,650,174 707,218
うち地方道路等整備事業債 0 0 0 0 0 0 0 0
うち緊急防災・減災事業債 12,696 977 84 1,061 11,719 8,203 3,516

7 辺地対策事業債 898,262 124,800 151,320 703 152,023 871,742 697,394 174,348
8 過疎対策事業債 3,396,693 320,300 442,156 1,854 444,010 3,274,837 2,292,386 982,451
9 厚生福祉施設整備事業債 0 0 0 0 0 0 0 0

10 国の予算貸付・政府関係機関貸付債 4,636 0 1,801 78 1,879 2,835 0 2,835
11 財源対策債 0 0 0 0 0 0 0 0
12 減収補てん債 27,300 0 9,100 1 9,101 18,200 13,650 4,550
13 減税補てん債 12,561 0 5,451 13 5,464 7,110 7,110 0
14 臨時財政対策債 4,890,095 48,000 517,028 6,263 523,291 4,421,067 4,421,067 0
15 調整債 0 0 0 0 0 0 0 0
16 都道府県貸付金 6,000 0 1,297 0 1,297 4,703 0 4,703

12,106,484 792,500 1,382,914 18,939 1,401,853 11,516,070 9,284,603 2,231,467

＊令和5年度発行予定額Ｂ、令和5年度元金償還額Ｃには、借換に伴う起債見込額及び元金償還見込額分を除いています。

＊令和5年度発行予定額Ｂには、令和4年度からの繰越分166,500千円（災害復旧事業債59,100千円、辺地対策事業債81,000千円、過疎対策事業債26,400千円）

を含んでいます。

＊本表は地方財政状況調査の作成要領に準じ作成しています。

令和5年度元利償還額
区分

合     計

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債
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